
連絡先

個人 法人 書類名

1 指定申請書（様式第１号）

2 誓約書（様式第２号）

3 登記簿謄本

4 定款または寄附行為

5 住民票の写し

6 外国人登録証明書の写し

7 営業所の平面図

8 営業所の写真

9 営業所の位置図

10 責任技術者証の写し

11 雇用を証明する書類

12 納税証明書

13 機械器具明細書（様式第３号）

14 機械器具写真

15 指定工事店証（原本）

チェック

16

17

18

19

20

チェック

21

22

申請者
（法人名及び個人名）

指定工事店登録申請  必要書類チェックリスト

備考

①工事店指定申請（申請・更新　共通）

事業所
住　所

・県内市町どこのものでも可
・指定申請書に記載した専属責任技術者全員のもの

責任技術者全員の保険証の写し等

申請の前年度に営業所が在る自治体で賦課された全ての税目に
ついて、税金の滞納がないことが確認できるもの

管切断、管加工、管接合のそれぞれ器具があること

名称を黒板等に記載して撮影、または提出写真に器具名を記載

指定工事店証（原本）

更新の場合のみ

写しの場合は原本証明が必要

代表者及び役員が交代、若しくは追加の場合で、退任のみなら不
要

表示内容に変更がある場合

②工事店変更申請　※社名・代表者・所在地・役員・責任技術者が変更となった場合に届出が必要

外国人である場合のみ

外観及び事業スペース等

書換え交付（再交付）申請書

指定工事店変更届（様式第６号）

書類名

・工事店証の棄損、紛失による再交付の場合も使用
・工事店証の標記内容に変更がない場合は不要

備考

例）責任技術者の追加…責任技術者証の写し
　 　役員の変更…登記簿謄本　　　　など

書類名 備考

③休止・廃止・再開申請

変更内容が確認できる書類

誓約書（様式第2号）

指定工事店廃止（休止・再開）届（様式第７号）

指定工事店証（原本） 廃止の場合は、指定工事店証を返却


